
■訂正箇所一覧表（御堂筋サテライトプラン運営連携支援等業務委託）

資料名 頁 訂正前 訂正後

2頁

３．提案書の提出者に必要とされる要件
１）入札参加表明時において、提案書の提出者に必要とされる要件は以下のとおりである。
①平成25年度以降に、催事企画運営に関する業務の契約及び履行した実績を有していること。
②令和5・6・7年度本市入札参加資格者名簿に種目「04：映画等制作・広告・催事・印刷、03：催事、01：総合イベント」に登録していること。
③地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないこと。
④大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。
⑤大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
⑥大阪市契約関係暴力団排除措置要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと。

（共同企業体の構成員に関する条件）
①平成25年度以降に、催事企画運営に関する業務の契約及び履行した実績を有していること。
②令和5・6・7年度本市入札参加資格者名簿に種目「04：映画等制作・広告・催事・印刷、03：催事、01：総合イベント」に登録していること。
③地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないこと。
④大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。
⑤大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
⑥大阪市契約関係暴力団排除措置要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと。
⑦業務委託特別共同企業体結成届（様式−５の１）および業務委託特別共同企業体協定書（様式−５の２）の写しを提出すること。ただし、共同
企業体を構成している構成員は他に構成する共同企業体または単体で入札に参加することはできない。

３．提案書の提出者に必要とされる要件
１）入札参加表明時において、提案書の提出者に必要とされる要件は以下のとおりである。
①平成25年度以降に、催事企画運営に関する業務の契約及び履行した実績を有していること。
②令和4・5・6年度本市入札参加資格者名簿に種目「04：映画等制作・広告・催事・印刷、03：催事、01：総合イベント」に登録していること。
③地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないこと。
④大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。
⑤大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
⑥大阪市契約関係暴力団排除措置要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと。

（共同企業体の構成員に関する条件）
①平成25年度以降に、催事企画運営に関する業務の契約及び履行した実績を有していること。
②令和4・5・6年度本市入札参加資格者名簿に種目「04：映画等制作・広告・催事・印刷、03：催事、01：総合イベント」に登録していること。
③地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しないこと。
④大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。
⑤大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
⑥大阪市契約関係暴力団排除措置要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと。
⑦業務委託特別共同企業体結成届（様式−５の１）および業務委託特別共同企業体協定書（様式−５の２）の写しを提出すること。ただし、共同
企業体を構成している構成員は他に構成する共同企業体または単体で入札に参加することはできない。

5頁

５．提案書の特定
３）提案書の内容に関する留意事項
実施方針・手順・スケジュール
・業務の実施方針、手順、スケジュールについて簡潔に記載する。
・上記の記載にあたっては、各都市意向、メインストリートを取巻く状況を踏まえ参加都市間の活発な議論や交流を図ることに留意した内容とす
ること。
・記載様式は様式−７とする。（Ａ４判⽚⾯１枚）

５．提案書の特定
３）提案書の内容に関する留意事項
実施方針・手順・スケジュール
・業務の実施方針、手順、スケジュールについて簡潔に記載する。
・上記の記載にあたっては、地域やエリアマネジメント団体等との連携調整を図ることに留意した内容とすること。
・記載様式は様式−７とする。（Ａ４判⽚⾯１枚）

【別紙A】資格審
査基準

1頁

以下の要件を満たす法人とする。
・令和5・6・7年度本市入札参加資格者名簿に種目「04：映画等制作・広告・催事・印刷、03：催事、01：総合イベント」に登録していること。
（共同企業体により参加する場合は、代表者が登録していること）
・地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。
・大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。
・大阪市契約関係暴力団体排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。

以下の要件を満たす法人とする。
・令和4・5・6年度本市入札参加資格者名簿に種目「04：映画等制作・広告・催事・印刷、03：催事、01：総合イベント」に登録していること。
（共同企業体により参加する場合は、代表者が登録していること）
・地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。
・大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと。
・大阪市契約関係暴力団体排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
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